












































































































小規模（50人未満） 89．458．856．152．325．511．6 ユO．3 9．0
中規模（50－200人未満） 8．2 30．831．834．128．729．827．827，4
大規模（200人以上） 2．3 10．5 12．O 13．645，958．661．963．6
総　生　産　額 付　加　価　値　額






















































1食品　加　工 59 29里 203 571 291 326 23 216（6．15）（17．42 （9．85 （11．71 （3．36 （1．85 （1．34 （1．22）
2繊艦・同製品 31 3ユ 55 239 511 874 4ユO 1，151（3．23 （1．84 （2．67 （4．90 （5．91） （4．95） （2．40 （6．49）
3紙・印刷・出版 102 12 80 34 294 374 176 32
（ユC．64 （O．7ユ （3．88 くO．70 （3．40 （2．12 （1．O1 （0．18）
4化学・同製品 29 42 326 764 1，O16 1，727 1，978 1，321（3．02 （2，49）（15．83（15．66（11．74 （4．12 （u．38 （7．45）
5石油・石炭 1 876 ■ ， 22壬 2，703 2，565（0．1C （51．90 10，006（2．59）（15．33 （14．76） （56．45）
（天然ガス） 一 一 一 ■ ■ ■ ■ 1，772
（1O．00）
6　ゴム・圃製品 30 7ユ 191 663 361 54 249 48
（3．13 ／4．2ユ （9．27）（ユ3．59） （4．17） （C．31 （1．43 （0．27）
7非金属鉱物製品 u1 26 80 73 339 180 2，227 334
（11．57） （1．54 （3．88） （1．5C） （3，92） （1．02 （ユ2．82 （ユ．88）
8基礎金属製品 148 25 82 613 440 4，5393，356 775（15．43） （1．48 （3．98 （ユ2，57） （5．08）（25，75 （19．31 （4I37
9金属加工製品 44 2C 9 147 521 305 1，6ア8 98（4．59 （1．18 （0．44） （3，01） （6．02） （1．73 （9．66 （O．55
ユ0電気・電子製品 111 97 752 1，152 2，721 3，773 2，735 1，C20
（1L57 （5．75 （38．50） （3，12）（31．45）（2L40（ユ5．75） （5，75
n輸送機器 186 54 13 22 137 280 2ユ6 78（19．40 （3．20 （0．63 （O．里5） （ユ．58 （1．59 （1．24 （0，44
ユ2そ　の　他 107 139 270 60C 1，798 2，495 1，525 873
（1L16 （8．2豊） （13．11 （12．3C （9．22）（14．15 （8．78 （4．93
飲料・タバコ ■ 1 ■ ■ 一 8 38 24
（0，C5 （0．22 （O．14）
革・同製品 一 一 ■ ■ ’ 3 12 4
（O．02 （0．07） （0．02
木材・同製品 一 ’ ■ ■ ■ 543 757 257
（3．C8 （4．36 （1．45）
家具・家具類 1 ’ ’ 一 ■ 128 101 42
（0，73 （0．58） （O．24）
プラスチソク製品 一 一 一 ■ ■ 427 262 140
（2．42 （1，51） （O．79）
機　　械 1 一 一 ■ 一 1，168 155 383
（6．63 （0．89 （2．16）
科学・計測機器 ■ I ■ ■ ’ ？9 171 2
（0．45 （0．雪8） （O．01）
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ユ975隼 1980年 ユ985年 1990年 1991年
（シェア） （シェア〕 （シェア〕 （シェア） （シェア〕
消費財 ユ，890（22．2） 4，263（ユ8．2） 6，177（20．3）ユ3．Oユ5（ユ6．4） 16，C15（15．9）
食　　晶 705（8．3〕 ユ，177（5．O） ユ，834（6．0） 2，795（3．5〕 3，178（3，2）
耐久消費財 265（3．1） 930（4，O〕 1，092（3．6） 2，650（3．3〕 3，884（3．9〕
その他 920（ユO．8） 2，ユ56（9，2） 3，252（10．7） 7．57019．6）8，953（8．9）
資本財 2，706（31．7） 7，030（30．O） 9，481（3ユ．1〕29，658（37，5）41，202（40．9）
機　　械 965（u．3） 2，578（ユユ．O） 3，291（10，8） 8，828（ユL2）11，852（ユL8）
輸送機器 163（ユ．9） 9ユ9く3．9） ユ，3ユ4（4．3） 5，776（7．3〕 6，983（6．9）
金属製品 485（5，7〕 1，767（7，5〕 ユ，721（5．7） 4，994（6．3〕 6，288（6．2）
その他 1，093（12．8） 1，766（7．5） 3，155（10．4）10，060く12．7）16，080（15．9）
中聞財 3，527（41．3）11，752（50，1）ユ4，519（47．7）35，904（45．4）43，244（42．9）
製造業用 ユ，921（22，5） 6，733（28．7） 9，332（30．7）28，380（35．9）34，348（34．ユ）
建設用 262（3．1〕 580（2．5〕 906（3．O） 2，147（2，7〕 3，027（3．O〕
農業用 327（3．8） 893（3，8〕 773（2．5） 1，095（ユ．4〕 1，C58（1．O〕
原　　油 539（6．3〕 ユ，890（8I1） 1，126（3．7〕 432（O．5） 355（O．4〕




消費財 ユ6，399（16．1） 17．7 7．7 ユ6，1 23．1 2．4
食　　晶 3，640（3，6） 1O，8 9．3 8．8 ユ3．7 14．5
耐久消費財 3，459（3．4） 28．5 3，3 19．446．5一10，9
その他 9，30C（9．1） ユ8．6 8．6 18．4 18．3 3．9
資本財 42，938（42．2） 2ユ、O 6．2 25．638．9 4．2
機　　械 ユ2，821（12．6） 2ユ．7 5．O 21，834．3 8．2
輸送機器 7，378（7．3〕 41．3 7，4 34．520．9 5．7
金属製晶 6，091（6．O〕 29．5 一0．5 23．725．9 一3，1
その他 ユ6，647（16．4） 1C．ユ 12．3 26．159．8 3．5
中聞財 41，971（41，3） 27．2 4．3 ユ9．9 20．4 一2．9
製遺業周 32，682（32．ユ〕 28．5 6．7 24．921．0 一4．9
建設用 3，0C8（3．O〕 ユ7，2 9．3 18．841．O 一C，6
農藁用 1，211（1．2） 22，3 一2，9 7．2 一314 14．迅
原　　油 323（0，3） 28．5 一9．8 一ユ7．4 一17．9 一9．o
その他 4，748（4．7） 28．2 7，6 1o．ユ 15．7 6．5
合　計 1Cユ，705（100．O〕 22．4 5．4 2ユ．1 27．4 o．9
資料：中央銀行Qua・terly　Bulletin各版。
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比べると，マレーシアヘの投資は出遅れたが，増加の速度は目ざましく，繊
維・同製晶，木材・木材製品，紙・印刷・出版，ゴム製品，プラスチック製品，
電機・電子製晶などの分野への投資が行われている。
　第2表および第3表はそれぞれ輸出・輸入構造をみたものである。ユ980年代
後半以降，マレーシアは工業製晶の輸出が大幅に拡大した。工業製晶の輸出に
占める割合は1980年の28．2％から1985年に32．1％，1990年には66．0％に拡大し
た。輸出の急増加品目をみてみると，鉄インゴット，刃物，鋼管などの原材料
べ一スの製品と，データ処理機械，モーター，バイクなどの機械・輸送機器で
あった。このうち1985年から90年の問に輸出に占める割合を急速に高めたのは，
オフィス機械，VTR，航空機・同部品，データ処理機械，家具などであった。
（第4表参照）
　このように，1980年代後半以降外資による直接投資の活発化で，新しい輸出
産業が生まれ，一次産品の輸出のウエートが低下した。新しく生じた輸出商品
の中心は機械製品であった。しかし，一方で原料を国内で調達できる家具を除
くとほとんどの製品の資本財・部晶・中問財を外国からの輸入に頼らなければ
ならなかった。第4表によれば，輸出以上に工業製品，とくに機械・輸送機器
の輸入に占める割合が大きくなっている。機械・輸送機器は1980年代後半，年
平均24．4％で増加し，1990年には全体の50．0％，1992年には54．9％に達してい
る。1990年以降機械・輸送機器のみで毎年100憶リンギの赤字を計上している。
輸入晶目を消費財・資本財・中閻財にわけてその推移をみると，徐々に消費財
の割合が低下し，資本財・中問財の割合が拡大しているのがわかる。資本財は，
1980年代後半，外国企業による機械設備の持ち込みで，とくに輸送機器が年平
均34．5％で増加し，1990年代に入っても依然として高い増加率を維持している。
輸入晶のうちで最も割合の高い中問財は，そのほとんどが製造業向けで，増加
率は20％台と非常に高い。これは，工業製晶の輸出が増えればその分だけ中聞
財の輸入も増える構造になっており，国際収支を悪化させる大きな要因となっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　397
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ていることを示している。つまり，これらの産業は輸出志向型産業の育成に重
点を置き，自由貿易地区に進出しオフショア型として発展した。中閨財は輸入
に依存し，国内にその供給源を求めない輸出志向産業の育成は国内における中
小下請産業の生成・発展を刺激するインパクトに欠け，輸出産業と国内裾野産
業とのリンケージが形成されなかったのである血3。
3．日系企業の部晶調達状況
　（1）多国籍企業と地場企業との連関
　日系企業を中心とする多国籍企業のマレーシア経済全般や輸出に果たす役割
はきわめて大きい。しかしながら，それら多国籍企業と国内企業との関連性は
あまりないといわれている。ここでは，多国籍企業と地場企業との関連が何故
成立しなかったのかを，電気・電子産業を中心に考察してみよう（14。
　電子機器生産における部晶調達は，1980年代に増加してい乱電気機器，民
生用電子，コンピュータ周辺機器企業は，投入財の10－70％を国内で調達して
いる。しかし，この内の5－40％が，当該企業の子会社か，マレーシアにおけ
る他の多国籍企業の子会社から供給されている。半導体と通信部品については，
国内部品調達率は1970年代初期の0．5－1O％から1990年には6－20％まで増加し
た。これらのうち3－10％は自杜の子会社あるいは多国籍企業からの供給であ
る。
　このように国内部品調達の上昇傾向は，中小企業と電気・電子の多国籍企業
との連関が強まっている証拠でもある。電気・電子地場企業は，1985年以降毎
年ほほ売上を倍増しているといわれる。半導体と通信部品企業の間では，メタ
ル・スタンピング，ツーリング，精密調整，自動化機械，低頻度加工，そして
プラスチック・シッピング・チューブについて，国内企業に下請委託されるこ
とが増加している。
　多国籍企業の地場企業との後方への連関はこのように増加しているが，現在
　398
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のところ前方への連関はほとんど生じていないし，その兆侯もあまりみられな
い。その中で，国内市場で比較的販売されているといえるのが，電気機器およ
び民生用電子機器である。それらの国内販売の割合は0－35％であり，電話受
信機，テレビ，空調機器，自動章の計器板，カー・ステレオおよびアンテナな
どが地場企業によって供給されている。しかし，半導体と通信部品はすべて輸
出され，国内経済においては前方への関連はほとんどない。コンピュータ周辺
機器も主に海外の販売事務所に輸出されており，国内経済における前方との連
関はほとんどない。
　しかし，こうした連関を育成していこうという気運も強くなりつつある。例
えばペナンでは技能発展と加工技術の普及に加えて，自動化支援システムが，
地場の裾野産業と多国籍企業との問で発展しつつある。金属工学とツーリング
の分野でこの傾向は顕著で，技術的仕様書ではCNC機械の仕様が指示され，
技術精度は2ミクロンのレベルにまで達している。高度に洗練された自動装
置・システムが高度に発展し，いくつかの地場資本企業によって輸出すらされ
るようになっている。このように，外資企業による相互補完的な部品供給に依
存し，水平的な国際工程聞分業が生まれたが，さらに先進国企業の技術が高次
のものと低次のものとが同時に導入されて完成品が生産されるようになり，垂
直的な国際工程間分業へと発展している㈹。
　（2）日本企業にとっての裾野産業
　マレーシア国内での裾野産業の育成は，マレーシア・サイドのみにとって必
要なものではない。マレーシアにおける外国企業による直接投資のなかで大き
な役割を果たしている日系企業にとっても，いくつかの要因から重要な課題と
なりつつある。
　まず第1の要因は，円高である。1985年の「プラザ合意」以後の，そして
1993年春に始まる再度の円高のため，日本からの部品・中聞材の購入によって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　399
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現地日系企業の製晶コストが高くなり競争力を失ってしまった。そのために，
競争力維持のために現地調達率を高めていかなければならない。第2に，輸出
生産が増加すると，世界的な品質を守らなければ競争力を失ってしまう。労働
力が逼迫し，賃金も高騰したため，高価な最新鏡の機械などを導入しなければ
ならなくなると，従来のような現地の低賃金のみを目的とした現地生産は不可
能である。第3に，現地政府のローカル・コンテンツ要求が高まり，日系組立
メーカーは現地企業からの調達を余儀なくされつつある。
　これらの要因によって，日系組立メーカーは現地資本企業からの調達の不可
能な部品については，現地に進出している日系企業から調達するか，内製しな
ければならない。内製の場合には従来アメリカ企業などが採用してきた垂直的
な生産方式になり，現代の急速に変化する技術や市場の二一ズに迅速に対応で
きないので，日本的な企業問分業聞関係のメリットを減殺することになる。し
たがって，日本的な企業問関係の強みを生かすために，日本での系列企業の現
地への進出を要請することになる。しかし，すべての系列企業が現地に進出で
きるわけではないので，現地資本企業を育成する必要が生まれてく乱現地資
本企業を日本的な企業間関係，例えばジャスト・イン・タイムに組み込むこと
によって，世界市場で迅速な対応が可能になり，競争力を維持することができ
るo⑤。
　（3）日系企業の部品調達状況
　それでは，日系企業のマレーシアでの部晶調達状況は，具体的にはどのよう
になされているのであろうか。ジェトロ・クアラルンプール・センターで毎年
行われている日系企業の調査を参考にしてみてみよう。1992年の調査では，現
地下請企業を有している製造企業は533社のうち94社であった。このうち，下
請企業の数が5社以下が63％を占めていた。1993年では82社が下請企業を有し，
そのうち67％が，下講企業数5社以下であった。つまり，現地下請企業からの
　400
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部品その他の調達は，全般的にみて低いといわなければならない。現地調達率
が90％ぐらいの日系企業の場合も，現地非日系企業からの調達は，10数パーセ
ントにすぎない。残りは現地日系企業，シンガポールなど周辺の第3国からの
調達となっているo角。
　日本で最大の自動章電装晶・エアコン・ヒーターのメーカーであるN社の現
地子会社の部品調達の様子を見てみよう。同社の現地調達率は50％程度であり，
現在では60％を目標にしている。部品の場合，国内市場が小さく需要の少ない
ものは日本から調達せざるを得ない状況である。ただ，プロトン車のイギリス
輸出用のものは現地調達部品が60％以上でないと関税が高くなるので，60％を
現地で充たしている。
　現地調達企業は全部で60社で，そのうち6社ほどが現地日系企業である。現
地日系企業からは鋳物やプラスチックを購入している。現地下請企業も利用し
ており，コスト，晶質面で問題があるが，納期についてはなんとか問題のない
ところまできている。また，技術的に困難なものは下請けに出していないので，
下請企業への技術指導は行っていない。晶質管理の担当者が外注晶の抜き取り
検査を行い，状況に合わせて打ち合わせを行う程度である。現地企業は不良品
を納入しても罪悪感を感じないようで，外注先がきちんとした晶質基準を有し
ていないのが根本的な問題である。抜き取り検査が原則であるが，場合によっ
ては全数検査も実施することもある08。
　電気・電子についてみると，規格化・標準化された互換性の高い部品または
原料については，マレーシアでは量産ノウハウが確立しておらず，主として現
地へ進出している日系部晶メーカーや輸入に依存している。電子部晶，金属メ
タル，プラスチック成型部品などを組み合わせて製作する組立加工部晶，プリ
ント基盤回路部品の実装晶，メカニカル・コンポーネントなどのユニヅト部品
は，その多くを日系組立メーカー自身が内製するか日系部品メーカーから購入
している。生産システムや信頼僅の面で日系企業の要求水準を満たせる地場企
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業はまだ多くはないので，部晶の現地調逢の多くは日本から進出した部晶メー
カーからのものであるといえよう。
　地場企業から調達可能な品目は，梱包材料やプラスチック成型部品，メタル
プレス品，ゴム製晶，パッキング・ケース，ワイヤー，発泡スチロール，段
ボール箱など製品説明物などの非ユニット部晶および原材料は，組立メーカー
の仕様書にもとづいて下講企業によって生産されるものが中心になっている。
マレーシアの製造業のなかでウエイトの大きな民生用電子機器の代表的なもの
をいくつか見てみよう血魯。
　カラーテレビの場合，サブアセンプルのITC（Integrated　Tube　Component），
シャーシ，キャビネットについては1994年までには100％現地調達が可能と見
られている。サブアセンブルを構成するユニットについては，ブラウン管を除
き，チューナーや電源などは，90－100％の高い達成率が見込まれている。ユ
ニットを構成する部晶・材料では，プラスチック成型，フェライトコア，IC，
トランジスタ，ダイオードの現地調達率が低い。なかでもバルブは現地調達の
見込みは立たない状況である。VTRの場合も同様の状況にあり，サブアセン
ブルのシャーシについては100％調達可能であるが，メカについては調達率は
きわめて低い。しかし，プリンシリンダやメカユニットは輸入に頼っている。
部晶・材料で50％の現地調達率を達成可能な品目は少ない。
　具体的な例として，M社の現地テレビ子会社の例を見てみよう。同社の現地
調達率は1990年の46．5％から1993年は83．0％に増加しているが，1995年までに
は99％までもっていきたいと考えている。同社では，日本からの調達は1990年
で15．8％，1993年には7，0％まで低下，1995年には1％にする予定である。最
後まで残る日本からの部品は，ICである。変更ヨークやブラン管は，現地の
M社系子会社から購入している。キャビネットは，隣接の日系プラスチック会
社から80％以上を調達している畠o。
　半導体の場合についてみると，マレーシアにおける製造業者の多くが後工程
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に集中しているために，半導体においては輸出の増加と輸入の増加が同時に生
じる。輸出面では，半導体素子は台湾とタイ向けが急増しているが，これは台
湾ではマレーシア進出企業からの逆輸入，タイではlC組立の活発化による調
達の増加によるものとみられる。ICは対米輸出が減少し，シンガポール，台
湾，タイなどアジア諸国向けが増加している。
　輸入については，ICおよび半導体素子用部品の輸入は50％以上を米国から，
20％以上を日本から行っているが，近年シンガポールからの輸入が増加してい
る。一方，ICの輸入自体は，現在アメリカを抜いてシンガポールからの輸入
が第1位になっており，同時に韓国，台湾，タイからの輸入も増加している。
lCおよび半導体素子用部晶に比べて，IC完成品はアジア域内との供給関係が
形成されつつあるといえる。
　半導体の丁社現地法人の場合を例としてみると，現地調達率は30％である。
フレームや金線を現地日系企業から調達している。これらの企業とは日本でも
取引をしており企業で，品質など日本の場合とほとんど同じである。マレーシ
ア地場企業からの調達は段ボールぐらいのものに限定されている。受入検査は，
現地分について行う㈱。
　このように日系企業の地場企業からの調達は低い。この低い調達率の原因は
現地の市場が小さく，1国内ですべての部品や製晶を生産することは難しいた
めである。このため，日系企業はアセアン各国で製品を特化する製晶分業，あ
るいは生産工程を分業化する垂直統合を進めざるをえないのである。1993年に
成立したAFTA（Asim　Free　Trade　Agreement）により，アセアン内で製造さ
れた製品はどの国で生産されても域内取引では，国内取引と同様に扱うという
BBCスキームなどが導入され，こうした分業体制が構築されつつある。電機
では，タイで白物製晶，マレーシアではエアコンや音響製品，シンガボールで
は高付加価値製品の製造，地域本部・R＆D・物流拠点といった具合に役割が
分担されはじめている。これは，次第に地場の裾野産業もこうした動きに組み
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　403
22 　　　　　　　　早橘田蘭学第362号
第1図　トヨタ自動車のアセアン域内部品相互補完システム
プレス部品
タイ　　ディーゼルェンジン
　　　フ山レス部品．電装晶
竃装品
トランスミッション
フイリピン
　　　トランスミッション
　　　　　　　　　プレス誘品　　　　　　　　　ステ列ングギア　　　　デ1一ゼルェンジン　　　　　繊品　　洲ンェンヅンス舳グ抑ブレス搬　　　　　　　　プレス繍11州1シ
ステアリングギア　　　　ィンドネシア　ガソリンエンジン
ガソリンェンジン　　　　　　　　　プレス部帰
　出所；トヨタ自動車内都資料。
込まれていくことを意味している。そのため，地場中小企業も従来のように国
内基準だけを充たせばよいというわけではなく，世界的な基準で行動すること
が期待されるようになる⑳。
　とりわけ自動車産業では，アセアン地域での主要機能部晶の集中・分散によ
る部品の相互補完の本格的な取り組みが行われている。例えば，トヨタ自動車
の場合，1990年7月にマレーシア，フィリピンに自動車部品製造の新会社を設
立したほか，この地域に於ける部品相互補完全般を，管理・運営するための新
会社トヨタ自動車マネージメント・サービス・シンガポール社（Toyota　Motor
Managem㎝t　Seryices　S㎎apore　Pte　Ltd．）を設立している。同社は，第1図に
みられるようにアセアン地域における部品相互補完にともなう，多国問取引の
調整・運営業務を行うことになっている。
4．中小企業育成政策㈲
　　（1）直面する中小企業の問題点
　今後引き続き経済発展を行うためには，マレーシアでは中小企業と大企業・
多国籍企業の連携統合化が必要であるため，中小企業の育成が叫ばれるように
　404
　　　　　　　　マレーシアにおける裾野産業の育成の現状と問題点　　　　　　　　23
なっている。しかし，実際にはその実現には問題が存在し，解決には多くの課
題が存在する。その間題点や課題は，政府サイド，中小企業サイドの両面から
みて次のようにまとめることができる。
　1）政府サイドの問題点
　　・中小企業を育成するための包括的な政策の欠如。
　　・統一的な中小企業の定義の欠如。
　　・多くの担当機関と相互の調整の欠如による非効率性。
　　・中小企業に関するデータの不備。
　2）中小企業サイドの問題点
　　・大企業を支援するための僕給業者としての能力の欠如。
　　・銀行貸付など資金調達能力の欠如。
　　・産業用に認可されていない土地への立地。
　　・各種機関の提供する技術助言サービス，資金を十分に利用する能力の
　　　欠如。
　　・質の高い製晶やサービスの生産を保証するための熟練労働者の欠如。
　　・各種恩典を十分に利用できない。
　　・全国的な中小企業の団体が無いために，政府あるいは大企業に対して脆
　　　弱。
　　・十分な技術・経営管理のコンサルタント・サービスを受けれないので，
　　　長期的な経営計画を採用したり，高度化・近代化が困難幽。
　（2）裾野産業の育成と国際競争力の強化
　このようにマレーシアで想定されている裾野産業育成は，輸出産業を支援す
る輸入代替工業の育成であり，部品や中間財を対象としている点では，第2次
輸入代替といえる（第ユ次輸入代替は，完成品について1950年代末から1970年
代に行われた）。国内市場を対象にした製品の輸入代替においては，その製品
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は政府の規制や関税などによって保護され，その結果として国内市場でしか通
用しない規模や品質で製品が生産される傾向があるといわれている。
　しかしながら，輸出製品のための中間財については，国内市場の基準と国際
市場の墓準という二重構造は許されない。単に，コストや価格だけではなく，
品質，納期といった面からも国際競争力に耐えうる水準を維持しなければなら
ない。地場企業が国際競争力を身につけるためには，先進国の裾野産業を形成
する中小企業と合弁事業を展開するか，あるいは多国籍企業の下請けとなるこ
とが有効であると思われる錫。
　日本の場合には，最終製品を組み立てる大手最終組立メーカーと，この組立
メーカに部晶材料などを供給する部品・材料メーカー，さらには種々の部晶の
機械加工などを行う中小企業下講企業が有機的に連携し，効率的な生産分業体
制を構築している。つまり，こうした機能の分担と取引関係が，市場取引でも
内部化でもない形態で行われる。企業形態としては，互いに独立しているが，
取引は内部化されたような形で行われるため，独立企業体の集合として取引コ
ストや管理工数の増大を企業間関係の緊密な関係や取引の長期化といったもの
でカパーし，他方では効率を高めるために厳しく下講企業を指導したり選別化
している。
　こうした日本的な下請制度は，次のようにその特徴をまとめることができる。
／1〕メーカーにおける外製比率が高い，（2）直接取引する取引先，下請企業の数が
少ない、（3）重層化された取引形態を擁し，系列化，協力会を形成している，（4〕
長期的な企業問関係を有する，そして（5）近年，取引形態はかつての1社専属か
らネットワーク型に変化している。さらに，円高以降は自動車や電気・電子と
いった最終組立メーカーが海外に生産拠点を移し，製品分業・工程分業を行っ
ている。そのため，組立メーカーと下請企業との関係も国境を超えたものと
なっている㈱。
　かつては下請企業というと，「二重構造論」の根拠となった生産性が低く親
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企業に搾取された存在であった。ところが，1970年代の2度の石油ショックや
円高という厳しい環境の中で，含理化を行い親企業と下請企業の協力関係を発
展させる中で，1次下請は大企業に発展し，他の下講企業も技術力や生産性を
高め，マーケティングカや経営力を高めていった。
　とくに，1970年代に入るとアメリカのみならず日本やヨーロッパの先進諸国
はもちろん，アジアNIESやアセアン諸国においても，市場の性格は家庭市場
から個人市場へと移行した。個人市場においては，個人の年齢や所得のみなら
ずライフ・スタイルが重要な役割を果たし，二一ズはきわめて多様化した。こ
の多様化した二一ズに対応するためには生産の多くの段階を1企業内に統合し
ていては困難である。特定の分野で競争力をもつ外部企業，つまり裾野の部晶
や原材料メーカーに多くの部分の生産をまかせ，組立メーカーはその多数の部
品や原材料の流れをコントロールする必要がある。
　1970年代までに発展したコンピュータや通信技術をべ一スにしたマイクロエ
レクトロニクス革命は，こうした分散と統合を可能にした。そのため，組立
メーカーを申心に部品・原材料メーカーをまとめるネットワーク型の分業体制
ゲ形成されるようになった。こうした多様な二一ズや急速な技術革新の変化に
迅速に対応できるのは中小企業のみである。固定資本を大規模に有する大企業
では，新しい時代の経営状況には対応できないのである。したがって，長期的
な経済発展をのぞむならば，こうした大企業と中小企業のリンケージあるいは
ネットワーキングが重要になってくるのである。
（3）中小企業育成の基本戦略㈱
　マレーシアは1980年代後半に，積極的な外資の導入によって急速な経済成長
を達成した。しかしながら，同時に新しい問題を抱えるようになった。これら
の問題を解決するためにマレーシア政府は，1990年代に入って，新しい外資政
策を導入した。その内容は，第1にマレーシア側の期待する投資分野が選別的
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になっていることである。労働力が逼追し始め，産業の高度化を目指して，よ
り資本・技術集約的な自動車，新素材，バイオ・テクノロジー，電子，情報分
野を今後の重要な分野と指摘している。
　第2は，これらの産業分野の育成，高付加価値化を促進するため，マレーシ
ア政府は進出済みの企業の追加投資や技術移転を支援するようになっている。
とくに，技術移転の促進にあたっては，裾野産業の育成に力を入れるように
なった。このためには，まず特定の技術，専門性を有する外国の中小企業の誘
致に非常に積極的になっている。例えば，1993年10月にニューヨークで開催さ
れたマレーシア投資セミナーにおいても，ラフイダ商工相が，アメリカの中小
企業の投資に期待する旨の発言をしている鏑。
　しかし，それよりもさらに進んで裾野産業を担う地場の中小企業を育成する
姿勢が強まりつつある。これは，1980隼代後半の外資規制の緩和により急速な
工業化が進む一方で，外資の台頭が目だち，とりわけマレー人系企業の育成が
遅れている懸念が強まったためでもある。1991年に導入された新経済開発政策
で弱まりつつあったが，再びマレー人優遇政策がとられることになったといえ
る臼9。
　その具体策としては，マレー人の経営参加を促進するための100％外資の認
可の削減と，部晶産業育成のための外資への国産化率達成の要請がある。すで
に，1988年に発表された出資規制に関する優遇措置は，当初予定の期限よりも
1年聞延長された後，1991年12月末に締め切られ，その後外資100％の企業の
設立は困難になっている。さらに，1993年7月1日から，マレーシア国内に立
地する企業がFTZあるいはLMWへ販売しても輸出（間接輸出）とはみなさ
れなくなった。その結果，輸出比率80％未満の会社は国内資本との合弁が義務
づけられることになった。
　この政策変更の目的は，明らかに外資主導の輸出型組立産業の裾野産業に地
場企業の参入機会を与えることである。そのための手段として，外資との合弁
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が考えられているのである。すでに，電気・電子産業向けのプラスチックの射
出成形部品やプレス部晶，鍍金など，一部の業種・品目は間接輸出型であって
も原則合弁とする政策がとられており，今回の政策変更は，これを一般化する
というものである。
　国産化の要請については，ユ990年2月にラフィダ商工相が，操業3年目に
入って最低50％の国産化率を達成していない電機産業外資には今後優遇措置は
適用されない旨を発言して以降，厳しいものとなっている。これは，自動車産
業においても同様で，国営のプロトン社以外の組立メーカーは国産化率が低い
ため，1992年にその目標率を60％に設定し，未達成の企業にはペナルティを課
すとした。
　こうした措置を通じてマレーシア政府は合弁形態での外資の進出を促し，地
場企業の育成をはかり，外資に頼るだけでなく，積極的に中小企業育成のため
の支援を行おうとしている。
　中小企業の経済高度化における重要性と中小企業のかかえる問題点と課題を
考慮して，国家開発委員会（Natioml　Development　Counci1）は，次のような中
小企業育成のガイドラインを1992年1月7日に発表している。今後，マレーシ
アの中小企業の育成は，このガイドラインにもとづいて行われるので，その内
容をみてみよう酬。
　・中小企業は進んだ技術の利用によって均衡のとれた経済とより平等な所得
　　分配の促進に貢献すること。
　・産業統合を通じて，中小企業は大企業，重化学企業，近代産業を補助・支
　　援すること。
　・中小企業は，国内・輸出市場向けに高晶質および高付加価値の製晶を生産
　　し，国内総生産にも等しく貢献すること。
　・申小企業は近代的な技術や経営管理の利用によって生産性を高め，これに
　　よって輸出市場においてその競争力を強化すること。
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　現在，マレーシア政府は以下に説明する9つの主要戦略を通じて中小企業の
育成をはかろうとしている鋤。
　！）制度的取決め
　中小企業が必要とする6分野の援助を調整するために4省と1局が「主導機
関」として指定された。これによって従来13省および30部局にわたっていた中
小企業政策の担当部署がわずか5つに集約された。商工省が市場開拓と優遇措
置、財務省が金融支援，科学・技術・環境省が技術援助とR＆D，人的資源省
が技能訓練と経営管理，官房の実施・調整局がインフラストラクチャーを担当
することになった。
　2）市場關発計画鰯。
　・ベンダー育成プログラム
　　地場企業，とりわけブミプトラ系中小企業の育成の中心的な役割を果たし
　　ているので，次節で詳述する。
　・下請企業情報交換計画
　この計画はコンピュータ・べ一スの情報システムを確立し，それによって申
小ベンダーが中問財の供給において，大企業の二一ズを的確に充たすことがで
きるようにするものであ。この制度は，1986年に始まり，ユ993年には2560社が
登録されている。このうちの2200社が中小企業である。この計画のもとに，
170の照会があり，250部晶が1400万リンギで取り引きされている。第6次マ
レーシァ・プランのもとで，このプログラムに847万リンギの予算が割り当て
られている。
　しかし現実には，多国籍企業が地場申小企業の供給能力に疑問を持ち，地場
中小企業は多国籍企業の厳密な要件を満たせないことから，あまり効果は上
がっていないようである。
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　そのために，商工省は1992年から93年にかけて目標部門の市場規模に関する
情報を収集・開発するために多国籍企業を含む大企業303社と違絡をとった。
この資料から，潜在的なバイヤーとなる企業が選び出された。とくに，日系企
業が選び出され，日本政府の協力の一貫として，大企業の一般的な二一ズや要
件について助言を得ており，それに対応した対策がとられている。
　・マーケティングにおける傘概念
　これは，1984年に導入されたもので，ブミプトラのベンダーに限定された統
合的なマーケティング計画である。この計画のもとで，ブミプトラのベンダー
は，政府調達市場に優先的に接近でき，それをべ一スに一般市場，さらには輸
出市場に進出するというものである。この考えのもと，まずベスタ流通会社
（Besta　Distribution　Sdn．Bhd．）が食品関係の申小企業のために設立された。
その後，家具ベンダーのためにガスリー家具会社（ButhrieFumitureSdn，
Bhd．），文具ベンダーのためのガスリー・マレーシア商社（Guthrie　Ma1aysia
Trading　Corp、）が設立された。1993年で，各社それぞれ49社，72社，そして
7社のベンダーを擁していた。ユ992年のこの計画によるベンダーの総売上は，
7050万リンギであった。
　しかしながら，このプログラムもあまり成果を上げていない。それは，この
計画に参加しているベンダーの営業年数，資格，ビジネス経験が異なっている
ためと考えられる。とりわけ，ベンダーの教育水準があまり高くなく，大規模
生産になじんでいないことが問題となっている。
　この問題を解決するために，商工省は1992年にベンダー評価システムを導入
した。これは，ベンダーの態度，技術・経営能力，晶質保証，資本調達能力，
過去の実績などの要因を使って、A（好ましいベンダー）からD（有効な矯正措
置を必要とする）までの評価をするものである。
　さらに1992年以降，SlRlMによって管理される品質改善措置が導入され，こ
の計画に参加するすべてのベンダーに強制された。また，品質を改善しIS0
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9000などの墓準を充たそうとするベンダーには，産業技術支援墓金が利用でき
るようになった。
　このため，1991年以降のBESTAによる食品の販売努力によって，スーパー
マーケットをはじめ全国の店舗にBESTAブランドがならぶようになった。ま
た，ガスリー社は，ベンダー評価システムを導入しつつあり，既存ベンダーの
25％はAランクにあるといわれている。ガスリー社はアメリカの家具フェアに
参加して輸出市場を開拓したり，首都クアラルンプールの都心に家具ショー
ルームを設けて国内市場を開拓しようと活発な活動を展開している。
　・SMI　EXPOおよび産業フェア
　この計画は，中小企業の市場参入を助けるものであり，第6次マレーシア・
プランではこのプログラムに500万リンギの予算がついた。特別な販売促進活
動，製品受容，国内および国際セミナーやトレード・フェアや博覧会への参加
が含まれている。1992年12月14－18日に，「産業結合を通しての中小企業の強
化」をテーマに「中小企業博覧会1992」が開催された。合計123社の中小企業
が参加し，入場者数5622名，引き合い3028件，101の契約が結ばれ，契約総額
は2024万リンギであった。この博覧会と連動して，1992年12月15－16日に中小
企業セミナーが開催された。この成果を反映して，中小企業博覧会とセミナー
を毎年開催することに決定した。1993年には，クアラルンプールの他にペナン，
クアンタン，クチンで博覧会が開催されている。
　・製品・市場セグメント調査
　JICA，CBi，ITC，高等教育機関，民間のマネジメント・コンサルタントの協
一力を得て，製品や市場のセグメントについての報告を出すというものである。
この報告を利用して，中小企業は自らの事情に適した潜在的な製晶や製法につ
いての適切な情報を得ることができる。しかしながら，多くの中小企業経営者
にはこの報告の価値がわからず，成果が上がっていない。
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　3）投資誘因計画㈱。
　現在の財政的・非財政的優遇措置は，1986年の投資促進法，1967年の所得税
法のもとで行われている。中小企業に対する特典は，以下のとおりである。
　財政的優遇措置
　・中小企業に対する開拓産業地位の自動承認
　・大企業の40％の再投資割当金に対して中小企業の50％割当金
　・国内で生産されておらず製造過程で直接使用される原材料，部晶，機械・
　　設備に対する輸入税・付加税の全免
　・認定機関で行われる産業訓練に対する2重控除
　非財政的優遇措置
　・産業技術資金による最高50％までの縁組みグラント
　・マレーシア信用保証会杜による信用保証計画
　・アセアン・日本開発基金による特別貸付計画
　・傘概念計画による政府直接調達計画
　・プロトン・ベンダー計画
　・育成工場および自立工場建設
　・MARAその他による貸付および訓練計画
4）技術開発計画㈱。
　・産業技術援助基金
　大企業を支援できる進歩的・近代的な部門へと中小企業が発展することを目
的に設立された。1990年7月1日に拠出金5000万リンギで実施された。以下の
4つのいずれかの計画に参加する申小企業に対して資金を援助する。
　・フイージビリテイ・スタデイ計画（バンク・ペマングナン・マレーシアが
　　管理会社，拠出金500万リンギ）
　・製品開発および設計計画（SiRIMが管理会社，拠出金2000万リンギ）
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　・品質および生産性改善計画（SIRIMが管理会社，拠出金2000万リンギ）
　・市場開発計画（マレーシア輸出貿易センターが管理会社，拠出金500万リ
　　ンギ）
　1992年12月末現在，合計349件の申込があった。審査対象に上ったのが313件
で，そのうち164件が採用され，149件が却下された。採用されたものでは，製
品關発が73件，品質改善が42件，市場開発が28件，コンサルタント・サービス
が21件といった状況である。採用された164件には719万リンギが割り当てられ
た。1993年には300件，1500万リンギの支出が予定されている。
　技術開発に関連しては，（1）近代化・自動化のためのソフト・ローンと（2）家
具・食品関連製晶のためのソフト・ローンが，1993年2月に導入されている。
両プログラムとも，第6次マレーシア計画でそれぞれ5000万リンギの予算が割
り当てられた。資格を充たしている企業については年利4％で，最高10年問の
ローンが与えられる。管理は，MIDFによって行われる。近代化ローンは，近
代的な技術を利用することによって中小企業の近代化・自動化を促進すること
を目的としている。家具・食晶ローンは，家具・食晶産業分野のブミプトラ企
業者へのソフト・ローンの提供を目的としている。管理はバンク・ペマングナ
ン・マレーシアが行う。
　・中小企業設計センターの設置構想
　製晶開発，製品の品質，生産効率，コスト効率，国際的な競争力をもつ設計
における設計の役割の理解と促進を目的としている。
　5）人的資源開発計画鰯。
　これは，企業家，経営管理者，そして工場の現場および補助労働者の3つの
レベルの技能あるいは能力を向上することを目的としている。企業家および高
度の熱練労働者，職人，設計者にとりわけ注意が払われている。産業技能を取
得することによって，生産における品質，少量生産，納期の遅れといった地場
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申小企業の弱点を減少することを意図している。
　このプログラムは，生産性本部やMEDEC，MARA，SIlM，MARD1，PRIM，
PORIM，CASTなどの人的資源支援機関，FMMなどの業界団体によって実施
されている。さらには日本のAOTS，J工CA，JPA，CBI，UNDPなどと片務・双務
協定が結ばれている。とくに興昧深いのが，「企業家創出と企業創設」プログ
ラムで，これはテクノネット・アジア，GTZドイッとSlRIM，生産性本部，
MARAによって組織化され資金が拠出されている5日問のワークショップで
ある。これが，広範囲に拡大されることが期待されている。商工省も定期的に，
中小企業の抱える特定の問題に関する「経営診断」やセミナーの形で限られた
形ではあるが，訓練を行っている。ワークショプやセミナーを闘催する費用は
高価なので，各機関の協調，民聞企業の資金援助が望まれている。
　6）資金援助計画㈱。
　このプログラムは，伝統的な担保や保証ではなく，事業計画の可能性，市場
性，近代技術の使用，優れた経営管理の実践といったことを考慮して，中小企
業が金融機関により接近し易くすることを目的としている。商工省はまた
CGC計画を見直すことを要求し，多くの中小企業が接近・利用しやすくした。
　7）　インフラストラクチャー支援（インダストリアル・パーク）
　中小企業の直面しているインフラストラクチャーに関する問題は非常に多い。
この問題を解決するための申心的な政策として，中小企業インダストリアル・
パーク構想が登場してきた。これによって，中小企業は資本・資産の負担の大
きい先行投資を減少することができる。中小企業が1ヶ所に位置するので，あ
る事業計画に関連した法的要件や認可が著しく減少すると思われる。これに
よって，現在2年から3年かかっている事業の開始期問が1年未満に短縮され
る。　中小企業インダストリアル・パーク構想は，クアラルンプールのバ
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ツー・ケーブ地区カンプン・バッー中小企業インダストリアル・コンプレック
スでのパイロット・プロジェクトを実施した1992年に導入された。インダスト
リアル・パーク構想では，55工一カー単位の土地がディベロッパーである
MIELに適切な価格で期限付でリースされる。
　政府は予算の一部（500万リンギ）をインフラストラクチャーをカバーする
ために支出するが，MIELが当該プロジェクトに必要な残りの費用，例えば建
物，工場，ショップ・ハウス，管理棟，9階建の申級アパートの費用を負担す
る。カンプン・バツーの場合207工場ユニットが，市価よりも15％低い販売価
格あるいは賃貸料で提供されることになっている。
　このプログラムの責任者は商工省であるが，同プログラムは州政府とも密接
な関係をもって進められており，現在ではマラッカ州，ペナン州，パハン州，
ケダ州が土地の提供を行い，このプロジェクトを促進することを主張している。
　2000年までには，少なくとも各州に1ヶ所のインダストリアル・パークが設
置される計画であり，第6次マレーシ計画では5500万リンギの予算が割り当て
られている。
　8）　ビジネス情報支援システム飼。
　商工省の中小企業部のマレーシア産業技術情報センターは，中小企業が各種
申小企業関連開発プログラムや計画に関してまとめて情報を得ることのできる
場所であ孔同センターは，以下のようなサービスを提供する。
　・申小企業関違の政府の政策，戦略，開発援助・計画に関する情報の伝播
　・申小企業に必要な現行の進歩的な技術に関する惰報の収集と伝播
　・情報センターその他の関連機関の提供する各種市場開発計画に参加するベ
　　ンダーに関する資料の伝播
　・市場・技術に関する情報の国内・国外の関係機関とのネットワークづくり
　・特別な主題，問題，そして開発計画に関する企業家のための経営診断の組
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織化
・大企業ならびに潜在的なベンダー企業を登録しておく下請契約交換プログ
ラムの運営
・中小企業を援助できる経営・産業コンサルタントの登録
9）　ブミプトラ企業家育成計画
　これは，上記一連のプログラムによって促進されるが，とくに特別なベン
ダー育成プログラムによって，ブミプトラ企業家が産業下請市場において強固
な足場を確保することができるというものである。鯛。
5．ベンダー育成プログラム
　（1）プログラムの内容と背景
　以上の中小企業育成戦略のなかで，地場の中小企業の発展を通じて裾野産業
を育成しようとする最大のものが，ベンダー育成プログラム（Vender　De．
velopme皿t　Program）である（他にも，例えば産業契約製造業者登録制度サー
ビスを通じて，MIDAが多国籍企業と地場の企業あるいは人物との間で合弁事
業を発展させたり，マレーシア内のブミプトラと非ブミプトラとの問の合弁事
業を促進するための手段などがある）。このプログラムによって，マレーシア
の地場企業が大企業および多国籍企業の使用する産業中間財および機械・設備
類の供給・製造業者となることと，経済の高度化をはかるために中小企業，大
企業・多国籍企業，金融機関との問の統合ならびに結合をはかることを目的と
している⑬9。中小企業側では，顧客が確保でき，長期的な取引が約束されるた
めに，公害対策設備などへの投資も行うことができ，襲晶の晶質を維持し，適
時の配送を確保できると評価している。
　このプログラムの源流は1988年のプロトン部品計画（PROTON　Compont
Scheme）にさかのぽる。このプログラムは，国民車であるプロトン章の部晶
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市場に選別された中小企業が接近できるようにするものであった。
　プロトン社が1985年に生産を始めたときには，国民車のためにわずか17のベ
ンダーが228部品を供給していたにすぎなかったが，1993年8月現在で国内ベ
ンダーの数は112社になり，1200部品を供給するまでになっている。1992年に
は，プロトンヘ納入しているベンダー90社が集まって，プロトン・ベンダー
ズ．アソシェーション（prot㎝Vendors　Associati㎝・PVA）を結成するまでに
なっている。同アソシエーションは会員企業の意識の向上をはかってセミナー
を開催したり，シンガポールや日本への研修旅行を行ったり，優れた晶質の部
品を生産した企業を表彰したりしている。その結果，単に中小企業が成長した
のみならず，強力で信頼性の高い裾野産業群が成立し，結果としてローカル・
コンテントを高める結果となったといわれている㈹。
　112社のうちブミプトラ系の67社，ノンブミ系が45社と，数ではブミプトラ
系が多い。しかし，発注額ではノンブミ系の方が58％と多い。この理由は，技
術と制度を有する高級品はノンブミ系，低級晶はブミプトラ系に発注されてい
るためである。ノンブミ系に優れた企業が多数あるにもかかわらず，ブミプト
ラ系の企業の育成に力をいれているのが特徴である。また，プロトン社では従
来社内生産していた部晶をブミプトラ系の別会杜に発注して外注化する方向を
模索している包D．
　1992年には，マレーシアを代表する大企業のひとつであり，通信分野で急成
長を遂げたサプラ社（SAPURA）およびシャープ社をアンカー企業として，電
気・電子部品計画が導入された幽。この計画のもとでは，アンカー企業はベン
ダーの質を高めるために適切な機械・設備を提供するのみならず，技術上，経
営上，助言サービスを提供する。また，この計画のもとでは，対象となる中小
企業は適当な事業経験を持っていること，資本金が2万リンギ以上であり，そ
のうちブミプトラ資本が70％を占めていること，そしてブミプトラ労働者が総
雇用者の55％以上を占めることを条件としている。
　4ユ8
　　　　　　　　マレーシアにおける裾野産業の育成の現状と問題点　　　　　　　　37
　すでに，シャープでは103社のベンダーに下請契約を行っており，この内の
60％が中小企業で，19社がこのベンダー育成プログラムのもとにある。こうし
た成果を，マレーシア政府は次のように大きく評価し，中小企業の育成に自信
を持ち始めている。「上記の経験からみて，大企業ならびに政府によって機会
と指導が与えられるならば，マレーシア中小企業は信頼に足りうる質の高いベ
ンダーへと発展することができる。」
　第6次マレーシア・プラン（1991－1995年）の残りの時期に40，第7次マ
レーシア・プラン（1996－2000年）においてさらに50の大企業・多国籍企業が
アンカー企業として参加することが期待されている。2000年までには，合計90
のベンダー・スキームが計画されている。この期問にこのプログラムのもとで，
年平均10，合計80の新規計画を行い，その下請契約額は8億リンギになり，こ
れを800社の企業に配分するとしている。
　このベンダー育成プログラムを機械工学，金型，プラスチック，ゴム，木工
製品産業に拡大するにあたって次第に民間企業の役割が大きくなることが期待
されている。そのため，1993年4月「三者協定」制度が導入された。この協定
には，商工省，アンカー企業，そして金融機関の三者が協定をむすぶ。アン
カー企業はベンダーのために市場を確保し，金融機関は確立した市場を基礎と
してベンダーに必要ローンを低金利で与えるというものである。商工省は協定
を調整する役割を持つ。1993年6月にソニー電子（S㎝y　Electronics），松下電
器産業（Matsushita　Industrial），松下電子（Matsushita　E1ectr㎝ics），JVC電子
（JVC　E1ectronics），JVCビデオ（JVC　Video），日立電子製晶（趾achi　Elec－
tronic　Products）の日本企業6社とアンカー企業契約を，地場のマラヤン・バ
ンキング（Ma1ayan　BankingBhd．），開発・商業銀行（Developm㎝t＆Com－
mercia1Bank　Bhd．），商業銀行（Bank　of　Commerce　Bhd．）を金融機関として，
商工省は3者協定を結んだ。1994年1月には，9社の日本企業がアンカー企業
としてこのプログラムに参加した㈹。
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　ベンダー育成プログラムに対して，その申心になっている日系企業および地
元ベンダー双方にとって好ましいという評価が得られているようである。まず，
日系企業側についてみると，積極的な対応をしているといえる。マレーシア日
本人商工会議所の昨年の調査によれば，回答企業のうち63社，つまり53％が同
プログラムに参加する準備があると答えている。また，回答企業の49％が「コ
スト戦略」の観点から同プログラムヘの参加を考えている。マレーシアヘの貢
献と答えた企業の割合より高くなっており，日系企業は日本からの中問財・生
産財を輸入し続けることがコスト面からみてかなり負担になっており，経営上
の要請から参加を考えているのがわかる幽。
　地場企業の方も，かなりこのベンダー育成プログラムを評価しているようで
ある。マレーシア日本人商工会議所σUCT1M）は日系企業と取引を行ってい
る中小ベンダー企業にもアンケート調査を行っている。地場企業の回答はきわ
めて肯定的なものである。回答企業49社のうち45社，つまり91％が日系企業と
の取引は，製晶の晶質を改善できて有益であったと答え，35社，つまり71％が
販売を増加する事ができたと述べている。また，半数以上の企業がより付加価
値の高い製晶を製造する事ができるようになり，自らの企業が世界中で通用で
きる製晶を製造できる企業に成ったと指摘している。さらに驚くべきことは，
18の電機・電子製品のベンダー企業は売上を50％以上増加することができ，そ
の内の5社はなんと売上を4倍以上伸ばすことができたのである。
　地場のマレーシア企業は，日本企業は，コスト，品質基準，納入時期等につ
いてきわめて厳しい要求をするとしていたが，日本企業との取引によって，地
場企業にこうした面で良い影響がでるようになっている㈱。
　さらに，財務省も電気・電子および通信分野のためにテナガ・ナショナル社
（TnagaNasi㎝alBhd．），とテレコム・マレーシア社（Teleko皿MalaysiaBhd．）
をアンカー企業として，ペルバダナン・ウサハワン・ナショナル社（Perbadanan
UsahawanNasionalBhd．）を金融機関として，独自のベンダー育成プログラム
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を導入した。
　現在20の大企業・多国籍企業がアンカー企業として参加し，6つの金融機関
がこのプログラムに参加している（2者協定を含めると23社）。それらの企業
の大半は，自動車1電気・電子、そして木材関連に存在している。1994年3月現在
で，ベンダー育成プログラムのもとでアンカー企業は合計40社のベンダーを育
成している（1992年には24社であった）。ベンダーは，プラスチック射出成型，
金属鍛造・加工，通信機器，サブ加工，ワイヤー・ハーネス，自動車部晶，電
気メッキ，家具部品など広範な分野にわたっている。売上総額は1億9000万リ
ンギとなっている。各ベンダーの年闘売上高は30万リンギから1000万リンギに
わたる。1994年には，売上高がユ0％から20％増加することが期待されている。
　ベンダー育成プログラムを成功に導くために，ベンダーは指定前に当該アン
カー企業による工場監査を受けなければならない。アンカ⊥企業は技術チーム
を送り，潜在的なベンダー企業の技術，財務，そして経営の各側面について評
価を行うものである。もちろん，こうした評価をクリアするためには，SIRIM
などからの技術・経営の助言を受けることが必要になる。
　金融や商業銀行のベンダー育成プログラムヘの参加も重要である。というの
は，大半のベンダーは既存の工場や機械を高度化・近代化するためには金融上
の援助を受ける必要があるからである。
　地場の中小企業のダイナミックな発展のためには，ベンダー育成プログラム
を機械工学，金型など他の産業部門，造船・航空宇宙などのハイテク産業分野
に拡大する必要がある。第6次マレーシア・プランのもとに，このプログラム
を開発するために3500万リンギの予算カ苛上されている㈱。
　その後，ベンダー育成プログラムが修正され，「3者協定下請育成計画
（Tripartiter　Vender　DeveomentProgram）」が提示された。この新プログラム
では，マレーシア通産省（M1TI）中小企業にマーケットを提供する大企業（ア
ンカー企業と称される），有効な金融パッケージを提供する金融機関の3者と
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当事者とする協定を結び積極的に下講企業を選定・支援していくことで，中小
企業と大企業・多国籍企業問の連携強化をはかろうとするものである。
　優先分野として，従来の電気・電子，自動車に加えて，機械，鋳鍛造，プラ
スチック，ゴム，木材製品も対象に含められたが，金融面では，プロトン，
シャープ，サプラのプロジェクトに与えられたような特別資金援助（グラン
ト）はなくなる。なお，MITIから特定の大企業を同計画のアンカー企業に認
定することもあるとしている。
　以下，ベンダー育成プログラムの実態をいくつかの事例を通してみることに
しよう。
　（2）ベンダー育成プログラムの事例研究
　1）JVCエレクトロニクス・マレーシア社㈱。
JVCは，ベンダー育成ブログラムにもとづいて，現地サプライヤー（二流
メーカーとくにブミプトラ系サプライヤー）丸抱えによる技術援助，指導育成
などにより部品コストを捻出することを大きな目的として出発した。
　1993年5月に板金プレスの企業1社についてまず同プログラムをスタートし
ている。この企業はエントリーポイント社（Entrypoint　Sdn．Bhd．）で，資本
金10万リンギ，従業員15名の小規模の企業である。1993年5月のスタート時点
から，！994年9月までは簡単なプレス加工部晶のみについて指導を行っている。
1994年10月からは，一歩進んで2次加工（印刷）部品をスタートさせる予定で
ある。JVCではスタート時点で，3年闘の推進計画を立案し定期的に毎月実績
を確認し対策を協議している。
　1994年10月からは，2番目の企業イノバテック・インダストリーズ社
（Inovatech　Industries　Sdn，Bhd．）とのプログラムがスタートする予定になっ
ている。この企業はプラスチック成型の分野の資本金10万リンギ，従業員20名
の中小企業である。すでに，工場審査および推進計画は立案完了している。
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第2図　エントリー・ポイント社の品質状況
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　出所：JVC　Electronics　Malays1a　Sdn　Bhd，内部資料
JVCとしては，ベンダー育成プログラムによって合計5社を目標に，他業
種（サブ組立，塩ビプレート，ワイヤー・ハーネスなど）のサプライヤーを選
定中である。
　JVCのエントリーポイント社からの購入状況が，第4表に示されている。
同表によれば，1993年度の購入計画が18万リンギであったが，実績は23万9000
リンギであり，実績が計画をかなり上回っている。今年度の目標は72万リンギ
であり，現在の月60万，70万リンギのぺ一スで行けば，目標は十分達成できる
と見込まれている。
　この納入量の増加はきわめて著しいが，その晶質についてはどうであろうか。
第2図に品質に関する報告がまとめられている。この図によれば，エントリー
ポイント社の品質についてはかなり変動があり，改善の余地が大きいと考えら
れる。しかし，このような問題をかかえているにもかかわらず，さらに，3年
目には200万リンギの計画が立てられており，今年度の約2．8倍の計画が立案さ
れている。
2）　ソニー・エレクトロニクス（SEM）の事例鰯。
SEMのベンダーは，1994年7月現在でマレーシアに172社，シンガポールに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　423
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第6表SEMのベンダー分布状況
　　　　　　　　　　（1994年7月）
国名・内訳 数 ％
タイ 6
インドネシア 4
香港 5
台湾 5
韓国 2
日本 5
小　　計 27 9．1
マレーシァ
プラスチック 19
包装 17
機械 41
電気 74
混合 4
非直接素材 17
小　　計 172 58．1
シンガポール
プラスチック 4
機械 14
電気 73
混合 1
非直接素材 5
小　　計 97 32．8
合　　計 296 100
出所：SEM内部資料。
97社，日本に5社，タイに6社，インドネシアに4社，香港に5社，台湾に5
社，そして韓国に2社と調達は現地化がかなり進んでいる（第6表参照）。
　このようなベンダー群を有するSEMのベンダー育成プログラムは，1993年
MlTlよりJACT1Mを通して参画の依頼があり，MIT1，マラヤン・バンキング，
SEMの3者協定にもとづいて発足した。
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期　　間
6ヵ月未満
6ヵ月一1年
1年一2年
2年一3年
3年以上
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　　第7表SEMの調達目標と調達要件
調達目標（リンギ）
30，000－50，000
50，000－100，000
100，000一ユ50，000
150，000－300，000
要　　　　　　　　件
43
a）供給・生産ラインでの晶質による欠陥品の消
　滅
b）下納期の遅れあるいは部分納入の廃除
a）主要部晶の晶質の安定：供給・生産ラインで
　の欠陥品の削滅
b）単純な2次加工部品について納入問題の除去
c）コスト削滅やVAプログラムにおける協力
a）ZDベンダーとしての地位の確立
b）工具・技術資源の改善による内部での工具修
　理・改善の実施
C））大型あるいはより精密な部晶の生産能力
d）スプレイ，シルクスクリーニング，熱間スタ
　　ンプエ程を含む2次加工能力の向上
e）JlT支援のためSEM周辺への立地の変更
f）コスト削滅およびVAのための積極的な活動
a）最高品質のベンダーの仲問入り
b）シルクスクリーニング，テンポ印刷，スプレ
　　イ，その他サブアゼンブリー工程など全面的
　　な2次工程の実施
c）JIT納入にもとづくSEMへの供給
d）日常業務におけるソニーの自動晶質管理承認
　　システム（AQCA）の実施，あるいはAQCAや
　iS09000基準の達成
晶質，コスト，納期，サービスにおいて他の
通常のベンダーに匹敵する能力をみにつける
こと
出所：S㎝y　Ekctr㎝虻s（M）SdnBhd．内部資料より作成む
　ベンダーの選定方法は，自選他薦を問わずSEMへ侯補ベンダーがまず接触
してく乱それを社内委員会が書類審査，現地監査を経て適否を決定する。採
用の場合には，MlTIの最終承認を得た後，対象ベンダーとなる。選択基準で
最も重要なのは，経営者の姿勢マネジメント能力，そして設備の信頼僅であ
425
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る。数百ある部品の申で，ひとつでも揃わなければ生産できないのが組立産業
の宿命といわれる。その意味では，ベンダーの選定が組立メーカーの経営を左
右するといっても過言ではない。SEMは，こうした手続きで16社について検
討したが，結局2社が課用されたに過ぎない。委員会は現地スタッフから構成
されているので，14杜は現地スタッフからみても不適格であったといえる。
　このように，現地ですぐれたベンダーを探すのは大変困難な状況であり，ベ
ンダー数をどのようにして増やすのかが，悩みの種となっている。しかし，今
後はMITIよりベンダー数の増加を余儀なくされる可能性が存在する。その時
は，いかに製造技術，管理技術を育成していくのかが成功の鍵となることは間
違いない。SEMとしては，この目標点を超すことを競争における重要課題と
して部品現地化率の向上，部品調達期間の短縮という観点から中期的に取り組
むことにしている（第7表参照）。
　SEMのベンダー2社は，シプロ・プラスチック・インダストリーズ（Sipro
P1asticIndustriesSdn．Bhd。）とプラスティサーブ社（Plastiserve（M）Sdn．
Bhd．）である。シプロ社は資本金43万リンギ，従業員48名で，ハンドセット，
ボタン，キー・パッド，LCD部晶，LCDホルダー，スライダー・ノブなどの
通信部品，ヘッド・キャップ，プーリー，ジョイント・コネクター，ドラム，
ガイドなどの自動車部品，そしてチャック・プレート，チャック・ホルダー，
ノブなどの音響部品の製造企業である。
　シプロ・プラスチック社の強みは，まず第1に親企業のシプロ・インダスト
リーズ（Sipro　Industries　Sdn．Bhd、）が，業界で地歩を築いた企業であり，政
府機関であるPUNBから資金援助を受けていることである。この企業に対し
てSEMのできる貢献は、毎月の教育・訓練プログラムと実地の技術支援である。
　プラスティサーブ社は，資本金17万リンギ，従業員23名で，家庭電器用プラ
スチック部晶，ノブ・トーン，ノブ・ボリュームなどの音響部晶を製造してい
る。この企業の強みもPUNBによって資金援助を受けていることであり，弱
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　　第3図　SEMベンダーの晶質改善状況
　　　　　　　　　　A．シプロ社
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点はシプロ社と同じように毎月の教育訓練と実地技術支援を与えなければなら
ないことである。
　SEMの両下講企業の品質は改善されつつあるようである。第3図にみられ
るように，シプロ社は1994年2月から5月まで不良品がゼロとなっている。そ
のため，SEMは2次加工のいらない金型部品をシプロ社に供給し，同社から
の購入を増やす体制に入りつつある。もっとも，シプロ社の技術的能力や資源
は依然としてきわめて限られたものではあるが。
　一方，プラスティサーブ社も不良品ゼロを達成するなど著しい進歩を見せて
いる。1994年4月および5月にそれぞれ6．25％，11．75％という高い不良率を
出した後またゼロにもどっている。そのため，プラスチック金型や部品を同社
に提供する前に，6月および7月の2ヵ月部晶の品質を維持できるように業績
を注意深く監視している。1994年5月14日の工場訪問では，技術的資源や生産
管理においては深刻なといえるほど状況は不十分なものであった。
　SEMでは，両者がひとたびSEMの品質・納期を充たすようになれば，それぞ
れに対して第7表のような額の調達を保証し，そのための要件を段階的に明示
してベンダーの育成を図ろうとしている。
6．　おわりに一まとめと提言
　（1）裾野産業育成の成果
　裾野産業の育成は，マレーシアの継続的な経済発展と産業構造の高度化にき
わめて緊急の課題である。この裾野産業の育成によって期待される成果は，現
在マレーシア経済のかかえている中問財の輸入による国際収支の問題，技術移
転，国際競争力などの問題を解決し，（1）国内での付加価値生産の増大により，
輸入が削減され国際収支基盤が強化される，（2）産業聞のリンケージが形成され，
技術移転が進められることによって産業基盤が強化され，輸出産業と国内産業
が分離した「飛び地」型経済構造が解消される，そして（3〕地場企業のビジネス
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機会が増大することから企業家の創出，企業家精神が醸成されるなどである。
　しかし，こうした成果が継続的に得られるためには，国際競争力を維持しな
ければならない。とくに現在では，直接競争関係にあるアセアン諸国のみなら
ず，中国，さらにはベトナムやインドなどの追い上げが予想される。国際競争
を維持するためには，常に環境変化に対応するための革新が必要となる。常に
コスト削減，品質の改善，新製品・新製法の導入・關発が必要となってくる。
したがって，技術關発能力など自己革新能力が育成されないと中・長期的には
輸入依存から脱却できないし，マレーシア国内の地場企業に基づいた経済活力
は生じない。
　すでにマレーシアは，労働力不足とそれに伴う賃金高騰という問題をかかえ
ており，労働集約財の輸出で比較優位を失うことはまちがいないと考えられる。
しかも，特定の産業分野に集中しており，いまだ産業基盤は弱い㈱。このよう
な問題を解決するためには，地場企業の育成がきわめて重要である。同時に，
日本の政府と企業マレーシア政府の役割も重要であるので，それらの役割につ
いてもみることにしよう。
　（2）日本の役割
　競争力のある地場企業の育成について，日本の協力が求められている。まず，
直接かつ効果の大きな援助は，日本の企業の役割であろう。現在日本の中小企
業の多くは円高や労働力不足や長期の不況のために競争力が弱まり，国内生産
活動を維持するのが困難になっており，海外に生産拠点をシフトせざるをえな
い状況になっている。部品の調達，製晶開発，工程改善，研究開発などの現地
化を実現し，途上国工業化の墓盤形成に貢献することが期待される。これは，
とくに日系中小企業と地場の中小企業との合弁事業の展開が重要になってく
る㈱。
　一方，日系の大企業・多国籍企業はマレーシアヘ進出した日系裾野産業との
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取引のみならず，ベンダー育成プログラムにみられるような地場中小企業の下
請化などにより，地場中小企業を基礎とした裾野産業育成への協力が必要に
なってくる。同時に，日系大企業は今までのマレーシアでの経験など海外経営
に関する知識を利用して，日系中小企業と地場企業との仲介役を果たすことも
期待される。また，ペナンですでに始められたモトローラ，ナショナル・セミ
コンダクター，ソニー，日立など多国籍企業が協力して現地の技術者の訓練な
どを行うことが期待される。
　一方，日本政府としては，日系の大企業・中小企業が現地裾野産業の発展に
貢献できるような財政的，情報的な援助を行うことが必要になる。すでに
JICAの現地人の研修プログラムや日系中小企業長の中小企業海外進出援助プ
ログラム，アセアン開発基金などいろいろなプログラムが実施されて，成果を
上げつつあることはまちがいない。日系中小企業の海外進出を援助し，同時に
地場申小企業の育成をはかるためのいっそう努力が必要である。
　近年，経済活動は1国内では完結せず，地域内の関係が強まっている。その
ため，日本の政府としてはAPECの中小企業政策担当者会議などを通じて，
裾野産業育成に関する域内協力，投資・技術移転，人材育成などのワーキン
グ・グループを通じての貢献が期待される。
　（3）マレーシア政府の役割
　マレーシア政府としては，裾野産業育成上次の4点において大きな役割を果
たすことが期待される。第1は，申小企業同士の合弁であれ，大企業・多国籍
企業による地場中小企業の下請化であれ，裾野産業を育成するための環境を整
えなければならない。そのためには，外国直接投資を促進するようなオープン
な外資政策の導入が必要である。また，日本など先進国からの技術移転を促進
するための措置が必要になる。
　第2は，製造業の国際競争力の強化のために産業基盤を整備しなければなら
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ない。まず，中小企業に関する定義の確立，データ類の整備，さらには申小企
業担当政府機関の統廃合などが必要になる。さらに，技術者や中聞管理者など
の育成・教育・訓練が重要であり，地場企業を対象とした技術力の向上，試験
検査，規格標準化，設備近代化の促進が必要である。人材教育が最も望まれる
ので，研修制度への資金の補助が必要である。
　第3には，経済活動の地域化，国際化による自由な経済活動の推進が必要に
なり，経済発展の段階に応じた規制の緩和が望まれる。例えば，貿易制度，出
資比率，業種規制，投資規制，国産化率などの緩和などがあげられる。多くの
組立製品にとって，1国内市場では経済効果は低い。そのため地域内の自由な
取引の推進が必要となる。
　第4としては，短期的な目標ではなく長期的かつ一貫した政策の実施が望ま
れており，官民共同の経済協力を展開することが必要である。
注（1〕各国における経済の活性化・発展における中小企業の役割の見直しについては，次のものを参
　　照。中小企業総合研究機構「APEC諸国・地域中小企業に関する実態調査」，1993年。
（2〕向山英彦「アセアンにおけるサポーテイング産業の育成一タイを事例に一」『環太平洋ビ
　　ジネス惰報」’93VoL14，2ぺ一ジ。
　（3〕中小企業的な裾野産業についての議論は．次のものがすぐれている。竹内順子「中小企業のア
　　セアン投資と現地サポーティング産業への急降下」『環太平洋ビジネス情報』’93Vo1．3，14ぺ一
　　ジ。
　ω　こうした日本的な取引関係のメリットおよびデメリットについては，以下のものに簡潔にまと
　　められているので参照。高田，35－37，40ぺ一ジ。
15〕日本貿易振興会rマレーシアの中小企業政策および中小企業の実劇臼本貿易振興会，1993年
　　5月がマレーシアの中小企業の現状を簡潔にまとめている。
㈹竹内順子「中小企業のアセアン投資」，16一工7ぺ一ジ昔
17〕多くのアジア諸国の政府ならびに内外の研究者がこの点に言及している。例えば，次のものを
　参照。足立文彦「日本の中小企業とアジア」，日本中小企業挙会『新しいアジア経済圏と中小企
　業」同文館，1994年，6ぺ一ジ。
　｛8〕　Ministαo正1ntem劃tio皿到1Trade纈nd　Ind皿stry　M邑1aysia，〃α鋤∫伽1〃桝伽互㎞1丁柵幽肋d励d狐物
　R豊柳、1994．p－187．
19〕糸賀滋編働き出すASEAN経済圏一2008隼一」アジア経済研究所，1994隼，83－85ぺ一
　　ジ。
ω　マレーシア独立以後の政策の変化や経済構造の変化については，以下のものを参照。横山久
　　rマレーシアの経済一一政策と構造変化一jアジア経済研究所，199C，とくに第3章が構造全
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　般，第5章が輸出構造の構造の変化を扱っている。
則　マレーシアの外資政策については、以下のものを参照。山崎恭平・小林伸夫・島津貞夫・石川
　幸一『ASEAN工業化の新次元」日本貿易振興会，1993年47－49ぺ一ジ。
鯛経済企繭庁編泄界経済自書一一平成5隼版一』大蔵省印刷局，1993年，303－304ぺ一ジ。
鯛　山崎恭平他rASEAN工業他，118ぺ一ジ。
ω　ここでは，モハメド・アリフ／横山久編rマレーシア経済における外国直接投資』アジア経済
　研究所，1993年，ユ02－104ぺ一ジによる口
㈹裾野産業の分業・連関については，以下を参照。大畑弥七・浦田秀次郎rアセアンの経済・日
　本の役割』有斐閣，1992年，第2章第3節、およびアリフノ横山丁マレーシア経済』，107，
　102－105ぺ一ジo
㈹高田亮爾，「アジアにおける日系企業と企案間分業関係」，中小企業学会噺しいアジァ経済
　圏」，33－34ぺ一ジ。
（1カ同上。中小企業総含研究機構「APEC諸国・地域中小企業に関する実態調査報告書」1993年の
　青木健担当の第6章マレーシア参照。
（18N社社長とのインタビュー，1993年9月8日。これは，現在筆者が多国籍企業研究グループの
　一員として，日本型生産システムのアセァンヘの移転について調査したものの一部である。調査
　の成果は，近くオクスフォード大学出版都から出版される予定である。
l1勃高田「アジアにおける日系進出企業」，33ぺ一ジ。
e⑪M社テレビ子会社社長とのインタピュー，1993年9月2日。
刎丁社社長とのインタピュー，ユ993隼8月3ユ日。
鯛　アセアン地域内の取引の増加，各国の分業体制への組み込まれ方については，青木健r輸出志
　向工業化戦略一一マレーシアにみるその光と陰一』ジェトロ，1993年，第6章参照。
鱗　マレーシアの中小企業政策については，Mi血istry　of　htematmal　Trade　and　lndustry　Ma1aysia，
　〃舳∫め〆〃舳〃㎞1T“〃色α〃M閉∫的〃o吻M肋卿古、1993，第9章に詳しい。
㈱　同上，196－197ぺ一ジ。
鯛　山崎他「ASEAN工業化」，ユ38－139ぺ一ジ。
㈱　日本における下講制度については，中小企業調査協会「下請分業構造の国際比較研究調査」，
　1992年による。
㈲　　MlTI　Ma1aysla　Report，1993，pp．188一ユ90．
垣8　λ∫ω”W藺炊肋〃∫例‘〃畑1，October5．1993．
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　題については，以下のものがすぐれているので参照。堀井健三・萩原宜之『現代マレーシアの社
　会・経済変容一ブミプトラ政策の18隼一jアジア経済研究所，1988年。
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